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Summary
　In recent years, open innovation has got much attention of companies as an effective innovation 
practice. Henry Chesbrough, professor of the University of California, Berkeley published Open 
Innovation：The New Imperative for Creating and Profiting from Technology  in 2003 and the 
concept has been disseminated across the world in ten years since then.  　
　You can easily imagine from the term, open innovation, that innovation is embodied not only 
depending on in-house idea, knowledge, technology and know-how but aggressively taking in 
those of other companies or organizations.  If that is it, is there any marked difference between 
open innovation and other existing concepts which have been discussed in the areas of corporate 
management and business administration, such as alliance, collaboration, joint research and 
development, licensing, joint venture, cross-industrial association, and mergers and acquisitions 
(M&A)?
　In this paper, I confirm the concept of open innovation and explore its novelty. And I attempt 
to discuss specific details of open innovation based on my observation that open innovation may 
receive attention due to changes in the environment for companies or the historical background 
rather than the novelty of the concept. 
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はじめに
近年、企業が効果的なイノベーションを遂行するための手段としてオープン・イノベーション
（open innovation）が高い注目を浴びている。その端緒は、2003年に現カリフォルニア大学バー
クレー校教授のHenry Chesbrough氏によるOpen Innovation：The New Imperative for Creating 
and Profiting from Technology 1 が出版されたことにあるが、以来10年間で、その概念は幅広く世
界に普及するに至った。
オープン・イノベーションという用語から容易に想像されるのは、イノベーションを実現するに
あたって、自社内のみのアイデアや知識、技術、ノウハウ2 に依存するのではなく、他社ないし他
機関のそれらを積極的に取り込むということである。そうだとすれば、これまで企業経営や経営学
の分野で盛んに議論されてきた提携（アライアンス）やコラボレーション、共同研究・共同開発、
ライセンシング、合弁（ジョイント・ベンチャー）、異業種交流、合併・買収（M&A）などといっ
た概念と何か際立った違いが存在するのであろうか。
そこで、本稿では、まずオープン・イノベーションの概念を確認することによって、その新しさ
を探ってみたい。その上で、オープン・イノベーションという考え方が注目を集める理由は、その
概念の新しさよりも、むしろ企業を取り巻く環境の変化ないし時代背景にあるのではないかという
筆者の見解を前提に、その具体的内容について検討してみたい。
Ⅰ　オープン・イノベーションの概念
１．クローズド・イノベーション
オープン・イノベーションの反意語は、クローズド・イノベーション（closed innovation）である。
そこで、オープン・イノベーションの概念をより明確に把握するために、本項では、クローズド・
イノベーションの概要について述べたい。両者を対比することにより、オープン・イノベーション
の基本的なスタンスに対する理解が助長されるであろう。
Chesbrough氏は、クローズド・イノベーションを従来型のイノベーションであるとし、それに
ついて、「成功するイノベーションはコントロールが必要であるという信条に基づく」と述べている。
つまり、「企業は自分でアイデアを発展させ、マーケティングし、サポートし、ファイナンスしな
ければならない」ということである。
以上のような見解を前提に、Chesbrough氏は、クローズド・イノベーションによる研究開発マ
ネジメントのイメージを図表１のように表している。
 
₁　H.Chesbrough, Open Innovation : The New Imperative for Creating and Profiting from Technology, Harvard Business 
School Press, 2003. 大前恵一朗訳『OPEN INNOVATION—ハーバ ドー流イノベーション戦略のすべて—』産業能率大学出版
部、2004年。
　なお、本稿の以下では、原書に関し、2006年に出版されたペーパーバック版（H.Chesbrough 2006a）を参照とする。
₂　オープン・イノベーションといった場合、活用される経営資源は、ここに示した情報的資源がメインだが、他に人的、物的、資金
的資源も存在すると考えられる。したがって、本稿の以下では、それら全体を含めて経営資源と表現する。
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図表１から明らかであるように、クローズド・イノベーションは、企業が製品の研究から開発、
生産、さらには市場への投入までのすべての活動を、垂直統合的、自己完結的に行うというもので
あるということができる3。
２．オープン・イノベーション
クローズド・イノベーションに対し、オープン・イノベーションとは文字通り「開かれた」イ
ノベーションである。Chesbrough氏らは、2006年に出版されたOpen Innovation：Researching a 
new paradigmの中で、オープン・イノベーションを次のように定義している4。
「知識の流入と流出を自社の目的にかなうように利用して社内イノベーションを加速するととも
に、イノベーションの社外活用を促進する市場を拡大すること」5
この定義を解釈すると、「はじめに」で述べたように、オープン・イノベーションは、イノベーショ
ンを実現するにあたって、自社内のみの経営資源に依存するのではなく、他社ないし他機関のそれ
を積極的に取り込むことであると理解できるが、単にそれだけではなく、自社の経営資源を積極的
図表１　クローズド・イノベーションによる研究開発マネジメント
 
₃　Chesbrough氏は、クロ ズード・イノベーションに関し明確な定義は示していない。そこで、国内研究者による₂つの見解を紹介
しておきたい。
　「アイデアや技術の創造からイノベーションの実現までを一貫して単独の主体が担う」こと。武石彰「オープン・イノベーション—
成功のメカニズムと課題—」『一橋ビジネスレビュー』2012、AUT.60巻₂号、17頁。「研究開発から事業化、製品化を社内で一貫
して手掛ける垂直統合型のイノベーション活動」。土屋勉男「中小企業のオープン・イノベーション戦略—外部資源を活用して新
製品・新事業の開発—」『経済復興』2009-11、1頁。
₄　H.Chesbrough et al, Open Innovation:Researching a new paradigm , Oxford University Press, 2006, p.1.（以下、H. 
Chesbrough et al.2006b） PRTM監訳、長尾高弘訳『オープンイノベーション—組織を越えたネットワークが成長を加速す
る—』英治出版、2008年、17頁。
₅　原文は次のとおりである。Open Innovation is the use of purposive inflows and outflows of knowledge to accelerate 
internal innovation, and expand the markets for external use of innovation, respectively.
出 所 ）H.Chesbrough, Open Innovation：The New Imperative for Creating and Profiting from Technology,  
Harvard Business School Press, 2006, p.xxii. 大前惠一朗訳『OPEN INNOVATION―ハーバード流 イノベー
ション戦略のすべて―』産業能率大学出版部、2004年、6頁。
 
 
 
 
H.Chesbrough, Open Innovation The New Imperative for Creating and Profiting from 
Technology, Harvard Business School Press,2006,p.xxii. OPEN 
INNOVATION  2004
6  
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に外部に提供することにより、他社のイノベーションを促進するといった意味合いも有する。つま
り、各々の（respective）企業ないし機関が、経営資源を出し合うことにより知識の市場を形成し、
場合によっては、社外のチャネルを介してイノベーションの成果を市場に投入することも、オープ
ン・イノベーションの概念は包含するのである。
Chesbrough氏は、以上のような見解を前提に、オープン・イノベーションによる研究開発マネ
ジメントのイメージを図表₂のように表している。
３．オープン・イノベーションの分類
前項で述べたとおり、オープン・イノベーションには、他社ないし他機関の経営資源を自社に取
り込むだけでなく、自社の経営資源を積極的に外部に提供するという行為も含まれる。さらには、
自社と他社ないし他機関が互いの経営資源を提供し合い、それを結合することによってイノベー
ションを実現することもオープン・イノベーションと呼ぶことができるであろう。このような観
点から、オープン・イノベーションは、インバウンド型オープン・イノベーション（inbound open 
innovation）、アウトバウンド型オープン・イノベーション（outbound open innovation）、カップ
ルド型オープン・イノベーション（coupled open innovation）の₃タイプに分類することができる。
以下では、それぞれのタイプのオープン・イノベーションについて、その概要および具体的内容を
説明したい。
（１）インバウンド型オープン・イノベーション
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図表₂　オープン・イノベーションによる研究開発マネジメント
出 所 ）H.Chesbrough, Open Innovation：The New Imperative for Creating and Profiting from Technology , 
Harvard Business School Press, 2006, p.xxv. 大前惠一朗訳『OPEN INNOVATION―ハーバード流 イノベー
ション戦略のすべて―』産業能率大学出版部、2004年、9頁。
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インバウンド型オープン・イノベーションについて、真鍋氏らは次のように定義している6。
「社外の技術や知識を社内に取り込み、自社の技術や知識と結びつけて技術・製品開発を行い、
イノベーションを実現するもの」
また、E.Enkel氏らは、インバウンド型オープン・イノベーションについて、アウトサイドイン・
プロセス（outside-in process）という表現をもって次のように定義している7。
「サプライヤーや顧客の他、外部の知識資源を統合することを通じて、自社の知識基盤を強化す
ること」
以上の定義を踏まえ、インバウンド型オープン・イノベーションの具体例を挙げると、技術シー
ズの公募8、ベンチャービジネスへの投資、ライセンシング（ライセンス・イン）、企業買収などが
それに相当すると考えられる。
（２）アウトバウンド型オープン・イノベーション
アウトバウンド型オープン・イノベーションについて、真鍋氏らは次のように定義している9。
「自社の技術や知識をリソースとして提供することで、外部のプレーヤーならびに自社の技術・
製品開発や問題解決が促されて、イノベーションが生じることを期待するもの」
また、E.Enkel氏らは、アウトバウンド型オープン・イノベーションについて、インサイドアウト・
プロセス（inside-out process）という表現をもって次のように定義している10。
「アイデアを市場に持ち込んだり、IP（知的財産）を売却したり、外部の環境にアイデアを移転
して技術を増大し、利益を獲得すること」
以上の定義を踏まえ、アウトバウンド型オープン・イノベーションの具体例を挙げると、プラッ
トフォームの構築11、ライセンシング（ライセンス・アウト）、スピンオフなどがそれに相当する
と考えられる。
（３）カップルド型オープン・イノベーション
カップルド型オープン・イノベーションは、インバウンド型オープン・イノベーションとアウト
バウンド型オープン・イノベーションの両方の特徴をもつイノベーション、ないし両者の中間的形
態のイノベーションと捉えることができるが、カップルド型オープン・イノベーションについて、
E.Enkel氏らは、カップルド・プロセス（coupled process）という表現をもって次のように定義し
ている12。
「成功するためには、ギブ・アンド・テイクが不可欠な提携や協働、合弁を通じた（主に）補完的パー
トナーとの共創」
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₆　 真鍋誠司・安本雅典「オープン・イノベーションの諸相—文献サーベイ—」『研究技術計画』Vol.25 No.1 2010年、17頁。
₇　 E.Enkel et al., Open R&D and open innovation:exploring phenomenon, R&D Management , 39, 4, 2009, p.312.
₈　技術シ ズーの公募については、今日、自社が必要とする技術シ ズーをホームページで公開している企業も多い。例えば、P&G日
本法人や大阪ガスのホームページを参照されたい。
　P&G日本法人:https://pgconnectdevelop.jp/needs_list.php?init=t
　大阪ガス：http://www.osakagas.co.jp/company/efforts/rd/innovation/index.html
₉　真鍋他、前揭稿、20頁。
10　E.Enkel et al., op. cit., p.312.
11　プラットフォームの構築についてはⅢ節で詳述する。
12　E.Enkel et al.,op. cit., p.313.
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以上の定義を踏まえ、カップルド型オープン・イノベーションの具体例を挙げると、共同研究開
発、パートナーシップ／コミュニティ／ネットワーク／コンソーシアム、合弁（ジョイント・ベン
チャー）などがそれに相当すると考えられる。
４．オープン・イノベーションによる価値の創造と獲得
前項では、オープン・イノベーションの 3 タイプを紹介したが、真鍋氏らは、インバウンド型オー
プン・イノベーションとアウトバウンド型オープン・イノベーションの中間形態であるカップルド
型をインバウンド型とアウトバウンド型のいずれかに分け得るものとし、さらに、オープン・イノ
ベーションの目的が価値の創造であるのか、それとも価値の獲得であるのかという観点からオープ
ン・イノベーションを類型化した上で、企業が実際に遂行する戦略を図表₃のように示している。
図表₃に示された各戦略を見てみると、価値の創造と獲得との区分基準は、金銭的対価が発生す
るかどうかであると捉えることもできる。しかし、真鍋氏らは、価値の創造と獲得について、有償
か無償かということよりも「重要であるのは、オープン・イノベーションによって価値が生まれる
かどうか、その価値を獲得できるかどうかである」とし、さらに、「価値の創造とは優れた技術・
商品を開発・製造することであり、価値の獲得はそれを経済的価値に結び付けることを意味する」
と述べている13。換言すれば、自社の経営資源と他社ないし他機関のそれを融合することにより、場
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図表₃　オープン・イノベーションの戦略マップ
出所）真鍋誠司・安本雅典「オープン・イノベーションの諸相―文献サーベイ―」『研究技術計画』Vol.25 
No.1 2010年、27頁を一部改変。
 
13　真鍋他、前揭稿、17頁。
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合によっては意図していなかった新たな価値が生まれるという「創発的」なプロセスを意味するのが
価値の創造であり、一方、予め自社が必要とする経営資源が明確であり、したがってそれを入手する
といった「計画的」なプロセスを意味するのが価値の獲得であると理解することができるであろう14。
Ⅱ　オープン・イノベーションの新しさ
Ⅰ節では、オープン・イノベーション概要について論じると同時に、その具体的な行為ないし戦
略を明らかにした。しかし、「はじめに」でも述べたとおり、それらの行為や戦略は、これまで、
企業経営や経営学の分野で取り上げられてきた諸事項とどのような違い、ないし新しさがあるので
あろうか。本節では、その点について検討してみたい。
１．Henry Chesbrough氏の見解
Chesbrough氏は、オープン・イノベーション・パラダイムの新しさについて、従来のイノベーショ
ン理論ないしイノベーションとオープン・イノベーションとの違いというかたちで8点挙げている。
以下では、それを要約し説明する15。
第 1 の違いは、従来のイノベーション理論では、社外の知識を補完的なものとして取り扱ってき
た。それに対し、オープン・イノベーション・パラダイムでは、自社内の知識と外部のそれを同等
に位置づける。
第 2 の違いは、社内における優秀な研究開発人材の存在よりもビジネスモデルを重視する点であ
る。つまり、企業は、ビジネスモデルを活性化させるために社外の才能ある人物を探し求める。ま
た、社内において、ビジネスモデルに適合しないような発明があった場合には、社外の様々なチャ
ネルを通じて市場に提案することも有意義となる。
第 3 の違いは、従来のイノベーション理論では、R&Dプロジェクトの評価においてミスが起きな
いことを前提としていた。しかし、実際には、タイプⅠエラー、つまり“フォールスポジティブ”
エラー（‘false positive’error）やタイプⅡエラー、つまり“フォールスネガティブ”エラー（‘false 
negative’error）が存在する16。そこで、オープン・イノベーションでは、ビジネスモデルをR&Dプ
ロジェクト評価の認知装置と位置づけ、ビジネスモデルに合致するプロジェクトを拾い出し、合致
しないものは捨てる。ただし、フォールスネガティブ エラーから価値を引き出し、新しい潜在市場
を見つけ、そこからビジネスモデルを組み立てられるような方法論も組み込まなければならない。
オープン・イノベーションの背景（関根）
 
14　価値の創造と獲得については、本稿で取り上げたような見解が存在する一方、イノベーションの成果を享受するための一連のメ
カニズムとする見解も存在する。例えば、武石氏は、「価値の創造と獲得のメカニズム」という言葉を用い、それは「多くの顧客が
買いたいと思う商品を、支払ってもよいと思える価格で供給し、競争相手を退けながら、収益を得るためのメカニズム」であると
している。武石、前揭稿、21頁。
15　H.Chesbrough et al.2006b, pp.8-11. PRTM監訳、長尾高弘訳、前掲書、25-30頁。
16　タイプⅠエラーとは、R&Dプロジェクトがプロセスの最後まで到達し、企業のビジネスモデルを通じて市場に到達したのに失敗
した場合のことを意味する。タイプⅡエラーとは、R&Dプロジェクトが企業のビジネスモデルに適合せず、企業にとって価値ある
ものを見抜けなかった場合のことを意味する。Ibid., p.8. 同上書、26頁。
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第 4 の違いは、従来のコンセプトでは、自社の知識や技術の流出を認めることがほとんどなかっ
た。それに対し、オープン・イノベーションでは、技術の流出を認め、社内では市場にたどり着く
ための明確な道筋が見えないような技術に外部チャネルを追求するチャンスを与える。
第 5 の違いは、従来は、役に立つ知識は希少で、なかなか見つけられず、したがって、外部に依
存すると危険だと考えられてきた。それに対し、オープン・イノベーションでは、役に立つ知識は
広く分散しており、一般的に高品質であると考える。
第 6 の違いは、従来のイノベーション理論では知的財産をイノベーションの副産物と捉え、主と
して防衛的に使ってきた。それに対し、オープン・イノベーションでは、知的財産は、定期的に社
内と社外を行き来し、市場を活用して価値ある知識と交換できるので、イノベーションの重要な要
素となる。
第 7 の違いは、イノベーションがよりオープンなプロセスになるにつれて、仲介市場が成長し、
以前なら企業が完全に社内に抱え込んでしまう段階に入った技術でも、取引されるようになった。
したがって、オープン・イノベーションでは、イノベーション市場での仲介者の役割を重視する。
第 8 の違いは、これまではイノベーション・プロセスの達成度を社内における売上高研究開発比
率や前年度に開発された新製品の数、売上に占める新製品の割合、R&D投資から得られた特許の
数などで評価してきた。それに対し、オープン・イノベーションでは、単独の企業内で進められて
いるR&Dではなく、企業のサプライチェーン全体の中でR&Dがどの程度実施されているかという
点を評価指標として重視する。
以上の違いをまとめたのが、図表４である。
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図表₄　オープン・イノベーションの従来のイノベーション理論との違い
出所）H.Chesbrough et al., Open Innovation：Researching a new paradigm,  Oxford University Press,2006,p.11. 
PRTM監訳、長尾高弘訳『オープンイノベーション―組織を越えたネットワークが成長を加速する―』英治出
版、2008年、29頁。
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２．オープン・イノベーションのスタンス
前項では、オープン・イノベーションの新しさ、従来のイノベーションとの相違に関する
Chesbrough氏の見解を紹介した。同見解に基づき、オープン・イノベーションを実行する際の基
本的なスタンスとはどのようなものであるか考えると、大きく２つに分類できるのではないかと筆
者は考える。それは、インバウンド型オープン・イノベーションとの関連において、社外の経営資
源を社内の経営資源と同等に位置づけること、および、アウトバウンド型オープン・イノベーショ
ンとの関連において、自社の経営資源の外部への流出を厭わないことである。
確かに、これまで、多くの企業は自社によるR&D、さらには、その成果として生まれた知識や
技術を中心に据え、不足する知識や技術を外部から補完的に導入することにより製品やサービスを
開発してきた。いわゆるクローズド・イノベーションを行ってきたのである。その理由は、自社で
付加する価値が高ければ高いほど、差別化が図られその見返りも大きいからである。こうした事実
は、逆に言えば、オープン・イノベーションの場合、自社で付加する価値が低下し、その結果とし
て、差別化が困難になり見返りも小さくなる可能性があること意味する。
また、経営資源の取り扱いについても、外部に流出させるのではなく自社で囲い込めば、それを
利用して新たなマーケットを開拓する可能性も生じるであろうし、特許というかたちで権利を確保
すれば、他社に対する抑止力を高めることができる。つまり、独占的な利益獲得へとつながるので
ある。したがって、これも逆に言えば、オープン・イノベーションの場合、時に自社が得るべき利
益を他社に譲ることになる。
以上の点から言えることは、オープン・イノベーションというのは諸刃の剣であり、イノベーショ
ンの遂行を容易にする一方で、差別化を困難にし、本来得るべき利益を低下させる可能性が十分存
在する。それにも関わらず、オープン・イノベーションが高い注目を浴び、その必要性が声高に叫
ばれるのはなぜだろう。筆者は、その理由について、確かにオープン・イノベーションという概念
に新しさはあるものの、むしろ、現代の企業が置かれている環境、時代背景にあるのではないかと
考える。そこで、次節では、企業を取り巻く現代の状況について、オープン・イノベーションの背
景として論じることにする。
Ⅲ　オープン・イノベーションの背景17
１．自前主義の限界
前節の最後で述べたように、従来、多くの企業は自社で付加する価値を高め、それに対する見返
りを極力増大させるために、閉ざされたバリューチェーン（value chain）に固執してきた。いわ
ゆる自前主義である。しかし、業界にもよるが、そうしたモデルが限界を迎えつつある。以下では
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17　オープン・イノベーションが着目される背景については、真鍋氏らも前掲稿第₂節において様々な研究者の見解を取り上げてい
るので参照されたい。
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その理由を挙げたい。
（１）グローバル競争の激化と消費者ニーズの多様化
周知のとおり、今日、企業間のグローバル競争は激しさを増している。また、消費者のニーズは、
経済的豊かさの向上と相まって多様化の一途をたどっている。新興国の台頭に伴い、その傾向はま
すます顕著になっていると言えよう。こうした傾向は、企業に対し、製品技術の高度化や複雑化、
さらには専門特化を要求すると同時に、研究開発費の増大を不可避にする。一方で、製品のライフ
サイクルは短縮化する傾向にある18。結果として、企業の研究開発に関わる負担は著しく増加し、
単一の企業で賄うのは困難な状況に陥っている。
（₂）イノベーションのジレンマの顕在化
イノベーションのジレンマとは、業界をリードしてきた企業が、顧客の声に傾聴し、持続的に製
品技術の向上を図る結果、顧客の別の需要を察知することができず、その製品より技術的には劣る
が新たな特徴を持つ製品を開発した企業によって市場を奪われることを意味する19。つまり、企業
が持続的な技術進歩を図った結果、やがて顧客が要求する水準を超えてしまう一方で、開発当初は
顧客の要求を満たしていなかった新製品（破壊的イノベーションによって生まれた製品）が、技術
進歩によってそれを満たすレベルに達することにより、市場において支配的な存在になるというこ
とである。それを概念的に表したのが図表₅である。
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図表₅　持続的イノベーションと破壊的イノベーションの影響
出 所 ）C.M.Christencen, The Innovator's Dilemma：When New Technologies Cause Great Firms to Fail, 
Harvard Business School Press, 1997,p.xvi. 玉田俊平太監修、伊豆原弓訳『イノベーションのジレンマ―技術革
新が巨大企業を滅ぼすとき―』翔泳社、2001年、10頁。
 
18　 例えば、『ものづくり白書』2007年版、54-56頁を参照されたい。
19　C.M.Christencen, The Innovator's Dilemma:When New Technologies Cause Great Firms to Fail , Harvard Business 
School Press,1997, pp.ix-xxvi. 玉田俊平太監修、伊豆原弓訳『イノベーションのジレンマ−技術革新が巨大企業を減ぼすとき−』
翔泳社、2001年、₁-23頁。
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以上のような現象は、カメラや携帯電話といった業界で顕著であったが、企業が自前の技術に固
執し、外部の技術や製品、および本当の市場のニーズを軽視ないし無視した結果として陥った罠と
いうことができるのではないだろうか。
₂．資源流動性の高まり
オープン・イノベーションが注目されるようになった₂つ目の背景は、世界的に見て、企業の枠
を超えた経営資源の移動が容易になった、つまり、資源の流動性が高まったことである20。
具体的には、第１に、高度な専門知識・技術を有した人材が増加し遍在するようになったことで
ある。例えば、熟練労働者のスピルオーバー（spillover）によって、企業はその人物が長年蓄積し
た知識や技術を入手しやすくなった。また、大学や大学院において高等教育を受けた人物が増加し、
多くの産業で大企業から中小企業に至るまで知識や技術のレベルが向上した21。つまり、優秀な人
材が、企業や国の枠を越えて活躍するようになったのである。
第₂に、ベンチャーキャピタルの存在感が増してきた結果、そこから投資を受けるベンチャービ
ジネスの数が増加したことがある22。こうした事実は、高度な知識や技術を有したベンチャービジ
ネスが既存大企業を脅かす存在になる一方で、大企業が投資や買収を通じてベンチャービジネスの
知識や技術を吸収する可能性を拡大した。
第₃に、大学や各種研究機関が、研究成果の産業化を推進していることがある。今日、産業利用
を促進すべく研究成果を幅広く公開している大学や研究機関が多い。また、企業との共同研究を模
索する研究者や、自らベンチャービジネスを起こす研究者も増加している。さらには、わが国でも、
1998年にTLO法23が施行されたのに伴い、TLO（Technology Licensing Organization：技術移転機関）
を持つ大学が数多く誕生した。
第₄に、特定の産業分野においては、デジタル化が進んだのに伴い製品のモジュラー化が進展した
ことが挙げられる。結果として、部材の生産から完成品の製造まですべて自社で手掛ける垂直統合
型のビジネスモデルが不利になり、企業間の水平分業化が進んだ。EMS（Electronics Manufacturing 
Service）企業に単に生産を任せるだけでなく、ODM（Original Design Manufacturing）といったか
たちで研究開発まで任せる事例が増えているのは、この典型であろう。
第₅に、情報通信技術（ICT：Information and Communication Technology）の進展により、空
間的・時間的制約から人々が解き放たれたことも重要な意味を持つ。つまり、地理的に離れていて
も共同研究や共同開発を行いやすくなった。オープン・イノベーションを行うためのツールが整備
されたのである。
以上の点に加え、特に先進国においては、知的財産制度が整備されたことも挙げられる。つまり、
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20　真鍋他、前掲稿、₉-10頁。
21　H.Chesbrough 2006a, pp. xxii-xxiii.　大前惠一朗訳、前掲書、₇頁。
22　Ibid.,p.xxiii.　同上書、₇頁。
23　正式名称は「大学等における技術に関する研究成果の民間事業者への移転の促進に関する法律」。
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技術市場が形成されたのである。
₃．成功事例の増加
オープン・イノベーションが注目されるようになった３つ目の背景は、成功事例が増加したこと
がある。
例えば、Chesbrough氏は、クローズド・イノベーションからオープン・イノベーションに転換
することにより会社再建に成功したIBM、中央研究所の役割を市場化に直結しない基礎研究ではな
く、世界の大学、装置・材料メーカー、研究機関などが生み出す先端的な知識・技術を吸収し、量
産用に統合し活用することとするインテルなどの例を紹介している24。
その他にも、P&G、シスコシステムズ、アップル25、アマゾン、グーグル、日本では、大阪ガス26、
東洋紡27、楽天、DeNA、グリーなど、成功事例は枚挙にいとまがない。
以上のような成功事例の中でも、筆者が特に着目するのは、プラットフォーム型28のオープン・
イノベーションにより成功している企業である。プラットフォーム型オープン・イノベーションと
は、自社が「場」を提供することにより、複数の補完企業がそれを基盤として利用することを通じ
てシステム全体として実現されるイノベーションである。それをイメージとして表したのが図表₆
である。
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図表₆　プラットフォーム型
出所）清水洋・星野雄介「オープン・イノベーションのマネジメント―探索と知識マネジメント―」『一橋ビジ
ネスレビュー』2012、AUT.60巻₂号、38頁に筆者加筆。
 
24　H.Chesbrough 2006a, pp.93-133.　大前恵一朗駅、前掲書、104-140頁。
25　武石、前掲稿、20-23頁。
26　川合一央「社内起業家と技術市場の内部化−大阪ガスにおけるオープン・イノベーションの事例から−」『一橋ビジネスレ
ビュー』2012、AUT.60巻₂号、56-71頁。
27　星野雄介「コラボレーションを通じた高機能繊維の開発と事業化−スーパー繊維「ダイニーマ」を事例として−」『一橋ビジネスレ
ビュー』2012、AUT.60巻2号、72-85頁。
28　清水洋･星野雄介「オープン･イノベーションのマネジメント−探索と知識マネジメント−」『一橋ビジネスレビュー』2012、
AUT.60巻₂号、37-39頁。清水氏らは、オープン･イノベーションを遂行する際の外部組織とのインターフェ スーのあり方を、①専
門組織型、②コミュニティ型、③プラットフォーム型の₃つに分類している。同上稿、35-39頁。
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プラットフォーム型オープン・イノベーションによって成功している典型例としては、グーグル
のGoogle Play、アップルのApp Store、さらには、アマゾンのAmazonマーケットプレイスなどを
挙げることができるであろう29。こうした世界的に見ても高い業績を上げている企業が、オープン・
イノベーションを採用しているという事実も、それが高い注目を浴びる背景となっていると考えら
れる。
結び
本稿では、今日、オープン・イノベーションが高い注目を浴びる理由について、その概念的な新
しさよりも、むしろ企業を取り巻く環境の変化ないし時代の要請によって、これまで語られてきた
外部資源の活用（あるいは外部への資源提供）が重要になっているという見解を呈示した。ただし、
筆者は、オープン・イノベーションを単なる流行として捉えているわけではない。Ⅲ節で述べたよ
うな経営環境の変化は、世界的にみて今後も継続していくものであろう。したがって、企業がその
永続的な存続、成長を模索するのであれば、オープン・イノベーションの考え方を理解し、それを
実行することは極めて有意義と考えられる。
一方で、オープン・イノベーションのデメリットも認識しておかなければならない。米倉氏は、オー
プン・イノベーションのデメリットとして以下の点を挙げている30。
①手間のかかる作業＝組織対応のコスト
②占有性の低下・競争激化
③長期的研究開発志向・コアコンピタンスの低下
また、延岡氏は、オープン・イノベーションについて、「ものづくり」には寄与する（ものづく
りの効率性を上げる）ものの、競合他社との差別化や顧客に対する価値の提供、つまり総合的な「価
値づくり」という点では限界があることを指摘している31。実際に、最近のニュースで、世界4位
の台湾パソコン・メーカーである宏碁（エイサー）が、製品製造だけでなく研究開発もEMS企業
に依存した結果、製品開発力が低下し、2012年通期の最終損益は2年連続の赤字に陥っているとい
う事実が伝えられた32。つまり、オープン・イノベーションの一形態であるODMによる失敗である。
筆者がこれまでオープン・イノベーションについて調査、研究したところ、その概念は相当幅広
い。したがって、現段階においてオープン・イノベーションを是か非かと判断するのではなく、業
界、企業、戦略によってその有効性について深く考慮する必要があるのではないか思われる。
（せきね　まさのり・本学経済学部教授）
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29　この他に、DeNAやグリーもプラットフォーム型オープン・イノベーションで成功している企業といえる。なお、プラフォーム型
は、インターネットを介したサービスに止まらない。例えば、製造業であるインテルもプラットフォーム型オープン・イノベーション
を採用している。立本博文「PCのバス・アーキテクチャの変遷と競争優位−なぜIntelは、プラットフォーム・リーダシップを獲得
できたか−」『東京大学COEものづくり経営研究センターMMRC Discussion Paper』No.171,2007年を参照されたい。
30　米倉誠一郎「オープン・イノベーションの考え方」『一橋ビジネスレビュー』2012、AUT.60巻₂号、14頁。
31　延岡健太郎「オープン・イノベーションの陥穽—価値づくりにおける問題点—」『研究技術計画』Vol.25 No.1 2010年。
32 『日本経済新聞』2013年₃月29日付。
